
茨城県スポ－ツ指導者協議会規約 

 

第 １条 総   則 

本規約は、茨城県スポ－ツ指導者協議会『以下、本協議会という』に関する必要な事項を規定する。 

 

第 ２条 名称及び所在地 

本協議会は、茨城県スポ－ツ指導者協議会と称して、所在地は本協議会の事務局とする。 

(所在地は、茨城県古河市下大野１４６３－４） 

 

第 ３条 事 務 局 

本協議会の事務局は、事務局長宅に置く。 

 

第 ４条 目   的 

本協議会は、公益財団法人日本スポ－ツ協会公認スポ－ツ指導者の資質向上を図り、公益財団法人茨城県スポ

ーツ協会の育成事業を受けて諸事業に協力すると共に、広く茨城県民のスポ－ツ振興に寄与する事を目的とす

る。 

 

第 ５条 事   業 

本協議会は、目的達成するために次の事業を行う。 

⑴県内６支部及び１４競技団体との連絡調整に関すること。 

⑵公認スポ－ツ指導者の更新研修会並びに資質向上に関すること。 

⑶公認スポ－ツ指導者の育成方策及び指導方法の研究開発に関すること。 

⑷公認スポ－ツ指導者の情報交換及び広報活動に関すること。 

⑸公認スポ－ツ指導者の育成と活用並びに公益財団法人日本スポ－ツ協会及び公益財団法人茨城県スポーツ協 

 会の施策協力に関すること。 

⑹公認スポ－ツ指導者の把握と指導者バンクの整備および県内スポ－ツ組織等からの要請に応じて公認スポー 

ツ指導者の派遣に関すること。 

⑺関東ブロックスポ－ツ指導者協議会の情報交換と連携協力に関すること。 

⑻その他、本協議会の目的達成に必要な事業に関すること。 

 

第 ６条 組   織 

本協議会は、公益財団法人日本スポ－ツ協会公認スポ－ツ指導者の資格を有する会員及び第４条目的に賛同 

する県内の競技団体から選出した理事並びに学識経験者をもって組織する。 

但し、競技団体は有資格者が３０名以上の団体で、理事は有資格者とし茨城県スポ－ツ指導者協議会の会員 

でなければならない。 

 

第 ７条 会   員 

本協議会の会員は、公益財団法人日本スポ－ツ協会公認スポ－ツ指導者の資格を有して、本協議会の目的に 

賛同して会費を納入した者とする。 

会員は市町村を管轄するそれぞれの支部に所属して、管轄する市町村は第１９条１項の地区割りに基づくもの 

とする。 

 

第 ８条 役   員 

本協議会に次の役員を置く。但し、監事を除く役員兼務は認めるものとする。 

⑴顧  問   若干名   ⑹事務局長   １ 名   ⑾専門副委員長 ３ 名 

⑵会  長   １ 名   ⑺事務次長   １ 名   ⑿常任理事   若干名 

⑶副 会 長   若干名   ⑻事務局員   若干名   ⒀理  事   若干名 

⑷理 事 長   １ 名   ⑼会  計   ２ 名   ⒁監  事   ２ 名 

⑸副理事長    ２ 名   ⑽専門委員長  ３ 名   ⒂支部長    ６ 名 
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第 ９条 役員選出 

１．顧問は、必要と認めた場合は理事会に於いて推挙して会長が委嘱する。 

更に公益財団法人茨城県スポーツ協会事業課の者をもって充てる。 

２．会長、副会長は、学識経験者、支部長、競技団体理事から以下に定める選考委員会で選出して総会の承認 

を得る。選考委員会は理事会で臨時に設置する。 

選考委員は、６支部から各１名及び競技団体から２名を理事会で推薦して計８名とし、選考委員長は選考 

委員の互選とする。 

３．理事長、副理事長、専門正副委員長は、理事及び会員から理事会で選出して会長が委嘱する。 

４．事務局長、事務次長、事務局員、会計は、理事及び会員から理事会で選出して会長が委嘱する。 

５．常任理事は、次の役員『会長、副会長、理事長、副理事長、事務局長、事務次長、事務局員、会計、専門委

員長、専門副委員長、支部長、顧問』とする。 

６．理事は、６支部から理事各４名及び１４競技団体から理事各１名を選出する。 

７．監事は、会員から理事会で選出して会長が委嘱する。 

８．支部長は、６支部の会員からそれぞれの支部で選出する。 

 

第１０条 役員任務 

１．顧問は、本協議会の会長から諮問に応じて事業運営に助言を与える。 

２．会長は、本協議会を代表して会務を総括する。 

副会長は、会長を補佐して会長に事故がある時はその職務を代行する。 

３．理事長は、常任理事会及び理事会を統括する。 

副理事長は、理事長を補佐して理事長に事故がある時はその職務を代行する。 

４．事務局長は、本協議会の事務全般を総括して事務局員及び会計を統括する。 

⑴事務次長は、事務局長を補佐して事務局長に事故がある時はその職務を代行する。 

⑵事務局員は、事務局長の指示を受けて庶務事務及び書記事務を執務する。 

⑶会計は、事務局長の指示を受けて会計事務を執務する。 

５．専門委員長は、専門委員会の事業活動を統括する。 

  専門副委員長は、委員長を補佐して委員長に事故がある時はその職務を代行する。 

６．常任理事は、常任理事会に於いて各種議事を審議にあたる。 

７．理事は、理事会に於いて各種議事を決議にあたる。 

８．監事は、本協議会の会計業務を監査して総会に報告する。 

９．支部長は、支部を代表して支部の会務を総括し本協議会の事業運営に協力する。 

 

第１１条 役員任期 

１．役員の任期は、２年とし再任を妨げない。 

２．役員に欠員または増員による補充選任された任期は、前任者または現任者の残任期間とする。 

３．選出された役員は、任期期間を過ぎたら任期切れとなり、後任役員が就任するまでその職務を行う。 

４．役員の交代時期を常任理事、監事は総会終了日とし、理事、専門委員、代議員は４月１日とする。 

 

第１２条 役員解任 

１．本協議会に会費未納または資格を喪失した場合。 

２．本協議会の各種会議及び事業活動を長期間に協力が出来なかった場合。 

３．役員として著しく本協議会の名誉を傷つけた場合。 

４．役員として任務遂行に重大な違反行為または不適任と常任理事会が認めた場合。 

５．みずから辞任の意思を会長または支部長及び常任理事会に表明して会長が認めた場合。 

 

第１３条 会   議 

１．本協議会の会議は、総会、常任理事会、理事会、専門委員会とする。 

但し、上記以外の会議等を会長が必要と認めた場合は、開催する事が出来るものとする。 

２．会議は、会長が必要に応じて会議を召集して過半数の出席をもって成立する。 
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総会の議長は会長が行い、常任理事会及び理事会の議長は理事長が行う。 

専門委員会の会議召集及び議長は、各専門委員会の委員長が行う。 

３．出席は、委任状をもってこれに代える事が出来る。 

役員が委任状を必要とする総会、常任理事会、理事会に出席が出来ない時は会議の議長に採決(議決権、選 

挙権)を委任する事が出来る。但し、委任方法は別に定める。 

４．議事は、出席者の過半数の賛同をもって成立し、可否同数の時は議長が決める。 

 

第１４条 総   会 

 １．総会は、本協議会の最高決議機関で会計年度末から１ヶ月以内に開催して、次の事項を審議して承認する。 

⑴事業報告、収支決算報告、事業計画案、収支予算案に関すること。 

⑵役員承認及び規約改廃に関すること。 

⑶その他、会長が必要と認めた重要事項に関すること。 

２．構成は、次の役員『会長、副会長、理事長、副理事長、事務局長、事務次長、事務局員、会計、専門委員長、

専門副委員長、支部長、理事、監事、専門委員、顧問』及び代議員とする。 

３．臨時総会は、会長が特に必要と認めた時または役員の３分の１以上が案件を要請した時は、臨時に召集す 

る事が出来る。 

 

第１５条 常任理事会 

１．常任理事会は、本協議会の審議機関で会長が必要に応じて開催して次の事項を審議する。 

⑴総会、理事会、専門委員会に付議する重要事項に関すること。 

⑵事業報告、収支決算報告、事業計画案、収支予算案に関すること。 

⑶規約改廃、細則制定及び改正に関すること。 

⑷その他、会長が必要と認めた重要事項に関すること。 

２．構成は、次の役員『会長、副会長、理事長、副理事長、事務局長、事務次長、事務局員、会計、専門委員 

長、専門副委員長、支部長、顧問』とする。 

 

第１６条 理 事 会 

１．理事会は、本協議会の決議機関で会長が必要に応じて開催して次の事項を決議する。 

⑴総会、専門委員会に付議する議案に関すること。 

⑵事業報告、収支決算報告、事業計画案、収支予算案に関すること。 

⑶規約改廃、細則制定及び改正に関すること。 

⑷その他、会長が必要と認めた重要事項に関すること。 

２．構成は、次の役員『会長、副会長、理事長、副理事長、事務局長、事務次長、事務局員、会計、専門委員 

長、専門副委員長、支部長、理事、顧問』とする。 

 

第１７条 専門委員会 

１．本協議会は、事業計画を推進するために次の専門委員会を設置する。 

⑴総務委員会 

⑵研修委員会 

⑶広報委員会 

２．各専門委員会に次の役員を置く。 

⑴委員長      １ 名 

⑵副委員長     １ 名 

⑶委 員      若干名 

３．委員は各支部から２名を選出及び理事並びに会員から委員長が選任して会長が委嘱する。 

４．副委員長及び委員は、本協議会の事業運営及び所属する委員会の事業活動を任務遂行に協力する。 

５．各専門委員会は、本協議会の事業計画及び所管事項に基づいて専門委員会を開催して、本協議会事務局長 

と連携して事業計画を文書で本協議会事務局に提出して、常任理事会で審議して理事会の決議を得て事業 

活動の執行を行う。 
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６．各専門委員会は、事業報告及び事業計画案を会計年度末１ヶ月前まで文書を本協議会事務局に提出して、 

常任理事会及び理事会に報告する。 

    予算執行した収支決算報告及び収支予算案は本協議会事務局が立案する。 

７．各専門委員会は、所管する細則事項は別に定める。 

 

第１８条 専   決 

本協議会の緊急を要する重要事項は、会長が次の本部役員『会長、副会長、理事長、事務局長』を召集して、 

役員３名以上の出席で協議により決定して処理した結果を次回の常任理事会及び理事会に報告する。 

 

第１９条 支   部 

１．本協議会は、下部組織に次の６支部を設置する。 

但し、有資格者が１,０００名以上に増加した場合は、他の支部に市町村の地区割りを常任理事会で審議し 

て変更する事が出来る。 

⑴県北支部( ４市  )常陸太田市・日立市・高萩市・北茨城市 

⑵水戸支部( １市  )水戸市 

⑶中央支部(１０市町村)ひたちなか市・笠間市・那珂市・小美玉市・常陸大宮市・茨城町・大洗町・城里町 

大子町・東海村 

⑷鹿行支部( ５市  )行方市・鹿嶋市・神栖市・潮来市・鉾田市 

⑸県南支部(１４市町村)つくば市・つくばみらい市・牛久市・取手市・守谷市・石岡市・土浦市・龍ヶ崎市 

かすみがうら市・稲敷市・阿見町・利根町・河内町・美浦村 

⑹県西支部(１０市町  )古河市・下妻市・坂東市・常総市・桜川市・筑西市・結城市・八千代町・境  町 

五霞町 

２．各支部長は、所属する支部の会員から選出して本協議会の常任理事とし、支部役員から理事４名及び専門 

委員(総務・研修・広報)各２名を選出して本協議会の事業運営を積極的に協力する。 

３．各支部は、会員から代議員を選出して本協議会の総会に於いて各議案を審議して承認する。 

⑴代議員は本協議会及び所属する支部の事業活動を積極的に協力する。 

⑵定数は、６支部の会員から各支部１０名以内とする。 

４．各支部は、本協議会の事業計画に基づいて更新研修会(全県研修・地区研修)の開催を、２年に1回の持ち 

回り主管を担当して、支部事務局は主管した研修会実施報告書を１週間以内に本協議会事務局に提出して 

常任理事会及び理事会に報告する。 

５．各支部は、事業報告、収支決算報告、事業計画案、収支予算案、支部役員選出名簿報告、本協議会表彰推 

薦報告、日本スポ－ツ協会表彰推薦報告を会計年度末の１ヶ月前まで文書を、本議会事務局に提出して常 

任理事会及び理事会に報告する。 

６．各支部規約は、それぞれの支部で別に定める。 

 

第２０条 会   費 

本協議会に会員入会の会費は、別に定める。 

 

第２１条 会   計 

１．本協議会の会計は、会費、補助金、寄付金、広告料、その他の収入をもって充てる。 

２．会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日で終了する。 

３．監事は、会計年度末後に総会まで会計監査を行う。 

 

第２２条 規約改廃 

１．本規約は、総務委員会が事務局と連携して起案を、常任理事会で審議して理事会の決議を得て総会で出席 

者の過半数の賛同をもって改廃する事が出来る。 

２．本細則制定及び改正は事務局と連携して起案を、常任理事会で審議して理事会の決議を得て改廃する事が 

出来る。 
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第２３条 表   彰 

１．本協議会の役員及び会員の功績者に功労賞または感謝状を、別に定める表彰規定細則に基づいて各支部及 

び各競技団体から推薦して、理事会の決議を得て本協議会総会で表彰する。 

２．公益財団法人日本スポ－ツ協会公認スポ－ツ指導者の表彰候補者推薦は、各支部及び常任理事会で会員か 

ら推薦して、理事会の決議を得て公益財団法人茨城県体育協会に推薦者を申請する。 

 

第２４条 施   行 

本規約は、昭和５４年３月２４日から施行する。 

(１)昭和５６年 ５月３０日に一部改定     (11)平成１７年 ６月 ５日に一部改定 

(２)昭和５８年 ５月２８日に一部改定         (12)平成１９年 ６月１６日に一部改定 

(３)昭和６０年 ６月２９日に一部改定        (13)平成２１年 ４月１７日に一部改定 

(４)昭和６２年 ６月２７日に一部改定     (14)平成２５年 ４月２８日に一部改定 

(５)平成 元年 ７月３０日に一部改定         (15)平成２６年 ５月１１日に一部改定 

(６)平成 ５年 ７月１７日に一部改定         (16)平成２７年 ４月２６日に一部改定 

(７)平成１０年１０月３１日に全文改定         (17)平成２８年 ４月２４日に一部改定 

(臨時総会で会則から規約に改めた)          (18)平成３０年  ４月２２日に一部改定 

(８)平成１２年 ５月２１日に全文改定     (19)令和 ２年 ４月２９日に一部改定 

(９)平成１５年 ５月３１日に一部改定      (20)令和 ７年 ４月２６日に一部改定 

(10)平成１６年 ５月２９日に全文改定 
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